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1.は じめ に 問題 の所在
1990年 代 は,情 報公 開が か つ て ない ほ どに 強
く要 請 された時代 であ る。地方 自治体 の不透 明 な
公 費 支 出 問題,非 加 熱 血液 製剤 に よるHIV感 染
問 題,い わ ゆ る住 専(住 宅金融専 門会社)や 金融
機 関の不 良債 権処 理問題 な どでは,不 十分 な情報
公 開 が社 会 問題 とな り,そ の 透 明性 を求 め る結
果,情 報 公 開 を強 く要 請 す る機運 が高 まっ た(1)。
また,90年 代 後 半 の 行 政 ・財 政 ・金 融 ・経 済 ・
社 会 保 障等 にお け る制 度 改 革 と して の 規 制緩 和
は,情 報公 開 を も要請す るこ とに なった(2)。
この ような機 運 を受 けて,公 益 法 人 と も関わ り
の深 い特殊 法 人の改革 が,行 政 改革 の一環 として
狙上 に載せ られた。特殊 法人 は,か ねてか ら非効
率 な運営,民 間事 業 を圧 迫す る弊害,主 管省庁 か
らの官僚OBの 天下 り,フ ァ ミリー企業 の設立 に
よる組織 肥大化 等 の諸 問題が 指摘 されて きたか ら
であ る。特 殊法 人 の財務 や事 業内容 の実態 を明 ら
か にす るため に,「 特殊 法 人情報 公 開法」 が1997
年6月 に公 布 され た(3)。これ は,特 殊 法 人 の統 廃
合 等 の整理合 理化 を含 む改革 のい わば橋頭塗 とし
ての役割 を担 って いる(吉 田[1997]p、36)。
特殊 法人 の中 には,多 くの認可法 人や公益 法 人
を傘 下に擁 してい る ものが あ るの で,特 殊 法人改
革 と して の情 報 公 開 と も絡 んで,90年 代 の情 報
公 開要請 の機 運 は,当 然 の こ となが ら公益 法人(4)
を も巻 き込 む よ うにな った(岡 村[1997b]Pp・2-
3)o
そ こで,こ こで検 討 したいの は次の ようなこ と
で あ る。す な わち,公 益法 人 に対 して情報 公 開が
特 に求め られ るよ うになったの は何 故 か。逆 にい
えば,公 益法 人 に対す る監督 行政 の中で,従 来 は
情 報公 開 は求 め られてい なか ったが,そ れは何 故
か。公益 法 人の情報公 開 は,公 益法 人 に対 して ど
の ような役割 を もってい るのか,ま たそ の ような
情報公 開 は,公 益 法 人の監督 行政 の中で どの よ う
な役割 を担 ってい るのか。 さらに例 えば,特 定非
営利活 動 法 人(い わゆるNPO)の 情報 公 開 との 関
係か らは,公 益 法 人の情報公 開 は どの よ うな特 徴
が あるのか。
この よう な検 討 は,実 は,"わ が 国 にお いて,
情報公 開 にふ さわ しい公益 法人会計 とは どの よ う
な もので あ るのか,さ らには広 く非 営利組織 会計
とは どの ような ものであ るのか,そ してその場合
の フ レー ム ワー クはいか なる もの で あ るの か",
とい う課題探 求 の一 つの準備段 階 と考 えてい る。
換言 すれ ば,こ こでの検討 は,も っぱ ら会計 的な









方では公益法人の指導 や監督 を強化す るこ とに
なったが,他 方 において公益法人その ものの社会
的重要性 を認識 させ,指 導 ・監督体制を整備 ・充
実させ ることに もなった。その経過 を若干辿って
みることにする。
1960年 代後半に,数 々の公益法 人の理事 の詐
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欺事件,休 眠法 人 を利 用 したネズ ミ講が発生 し,
それ らが国会 や新 聞等 で取 りあげ られ た(5)。この
ために,と きの行 政管理庁 は公益 法 人の実態 調査
お よび監 察 を行 い,1971年 に,行 政 上 の是 正 ・
改善点 を勧告 す る とともに,そ の改 善策 を検討 す
るよ う指 示 した(fi)。
これ を受けて,監 督事務の統 一的 な改善 を図 る
ため に,関 係 府 省 庁 の担 当部 局 の 課 長 クラ ス に
よって構 成 され る 「公益 法 人監 督 事 務 連絡 協 議
会」 が設置 された。 この連絡協議会 では,設 立 審
査 基準 な どの 申 し合 わせ によって勧 告事項 の実現
が 図 られ たば か りか,1977年 に は公 益 法 人 会 計
基準 も定 め られ た。 また1979年 に は民 法 の一 部
も改正 され るこ とになったω。
そ の 後,1985年 の行 政 監 察 勧 告(行 政監 察 は
1983年 よ り実施)の なか で,主 務 官庁 等 間で の指
導監督の方針 が一様 でない ことか ら,統 一的 な指
導監督基準 の作 成が勧 告 され た。 この勧 告前 にす
で に,関 係府省庁 の官房長 クラス によって構成 さ
れ る 「公益法人指 導監督連絡会 議」が設置 され た
が,こ れ は課長 ク ラス によって構 成 された連絡 協
議会 を格上 げ した もの であった。 当連絡会 議 にお
い て,1986年 に 「公益 法 人 の運 営 に 関す る指 導
監督基準」(以 下,「86年 指導監督基準」という)が
設 定 され,ま た公 益 法 人会計 基 準 の改 正 も1985
年 に行 われた。 この点で は,公 益 法人 に対す る指
導監 督体 制 はよ り整 ったこ とに なる。 この行 政監
察 では,中 間法 人制度 の整備 につい て も勧 告 され
てい るが,こ れ は制度 として は現在 にいた って も
実現 をみてい ない(8)。
最近 の行 政監察 は1991年 に行 われ,翌92年 に
その結 果が公表 されてい る。 そ こで は,業 務運営
の適正化,休 眠法 人の整理 の促 進,公 益法 人制度
の整備 お よび公益信 託 の運営 の適正化 に関す る勧
告が行 われ てい る(総 務庁行政監察局[1992];総
理府編[1997]P・48)。 先 の連絡会議 は 「公益 法 人
等 指導監督連絡 会議」 と改 称 され た。
これ らの経 過 にみ る ように,あ たか も螺旋 を描
くご と く,行 政監察 の勧 告 を契機 に,公 益法 人の
設立 ・運営 等の指導 監督 に関す る基準お よび連絡
協議機 関が整備 され,そ の後 に再 び行政監 察が行
われ,そ の勧 告 に基づ き指導監督 に関す る基準 が
さ らに整備 ・強化 され,そ れに伴 い連絡協議 機関
も徐 々に格 上 げ されてい っている。 これは,公 益
法人 の社 会的重要性 に関す る認識が高 まってい く
ことと対応 してい るよ うであ る。 この ようなプロ
セス は,い わば 「行政監 察型の指導 監督体制」 と
い うこ とが で きる。
そ の後,1996年9月 には,10年 振 りに86年 指
導監 督基準 が改 定 され,「 公益法 人 の設 立 許可 及
び指 導 監 督基 準」(以 下,「96年 指導監督基準」 と
いう)が 設定 され た。 ここで注意 すべ きは,86年
指 導 監督 基準 の場 合 とは違 って,96年 指 導監 督
基 準 は公益 法人等指導 監督連絡会議 が中心 になっ
て設定 された もの ではな く,ま た指導監督基準 の
改定 は1992年 の行 政監 察結 果 を必 ず し も直接 の
契 機 に して い るわ けで もない,と い う こ とで あ
る。 この 点 で は,96年 指 導 監 督基 準 の設 定 は,
先 に示 した指導 監督体制 のサ イクルに当て はま ら
ない。そ れでは,い か なる経過 を経 てそ うなった
ので あろ うか。
1990年 代 中頃 か ら,公 益 法 人 とそ れ を所 管 す
る官 庁 に対 す る社 会 的 な非 難が起 こった(9>。その
よ うな非難 の一つ は,例 えば,公 益法 人の中 には
営利 事業 を行 う子 会社 を所有 し,役 員 を兼務 し,
多 額 な内部留保 を行 ってい る法人が存在 した り,
また理事長 が多額 な報酬 を得て いる法 人が あるな
ど,指 導 監督基準が 十分 に遵守 されて いる とは言
い難 い状 況が多 くみ られ る,と い う ものであ る。
これ らは,公 益 法 人 の 運営 に 関係 した 問題 で あ
る。
第二 は,行 政 が検査 ・認定 ・資格付 与等の行政
代行 的業務 を特 定の公益 法人 に委託 して いるが,
その法 的根拠 が曖昧 であ った り,ま た受託 した公
益 法人 が実施す る検査 等の独 占性 を利用 して多 額
な収 益 を得 て い る こ とが あ る,と い う もので あ
る。 これ らは,公 益 法人 と行政 との 関係 に係 わ る
問題 であ る。換言 すれ ば,公 益 法人が行 う,検 査
等 の行 政代行 的業務 は行政 改革や規制緩和 の 隠れ
た障壁 になった り,ま た営 利法人が行 い うる事業
を公益 法 人が行 い,結 果 と して公正 な競争 を損 な
い,民 業 を圧 迫 してい るな ど,行 政 改革や規制緩
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和 に逆行 す る事 態が生 じてい る,と い う問題で あ
る。
そ して第三 は,公 益 法 人に関す る法制 度等の あ
り方 に係 わる問題 であ る。 この 問題 は,社 会経済
情勢 の変化 に よ り業務 内容 の公益性 に疑 問の ある
法 人 が存 在 した り,所 管不 明法 人 が存 在 して い
る,と い うもので あ る。
これ らの公益 法 人 に対す る社会 的非難等 を背景
に,自 民 党行 政改革推 進本 部規制緩和 委 員会 にお
い て,1996年1月 か ら公益 法 人 問題 が取 りあ げ
られ,そ の後2月 以 降,与 党行政 改革 プロ ジェ ク
トチ ー ム(以 下,「 与 党行 革PT」 とい う)に よ っ
て公益 法 人の運営 や監督 につ いて調査 ・検 討が行
わ れ た。 同年5月23日 に 「公益 法 人の 運営 等 に
関す る提 言」 の最 終 案が と りま とめ られ,同 年7
3
月3日 に同 タイ トルで政府 にそれが提 出された。
この提 言 に準拠 す る形 で,そ の後 の公益法 人の指
導監督 の強化 が図 られ るこ とになる。
「行 政 監察 型 の指導 監 督体 制」 とい う従 来型 の
指導監 督体制 は,こ こにい た って,い わば 「政 治
主導 型 の指 導 監 督 体 制」 に転 換 され る こ とに な
る⑳。与 党行 革PTの 提 言 は行 政 改 革 と規 制緩 和
を 目的 とす る もの であ るが,そ れ は,公 益 法人 に
対す る指導監督 体制 に この ような転換 を もた らし
た とい う意味 で,き わめて重 要で あ る といわね ば
な らない。 そ こで次 に,与 党行 革PTの 主要 な提
言 と,そ れ に基 づ く96年 指 導 監 督基 準 を検討 し
てお くこ とにす る。指 導監督体 制 の主要 な違 い を
図示す れ ば,【 図表2-1】 の ようになる。





































3.与 党行革PT提 言 と公益法人に対 する諸
基準
与 党行 革PTが 掲 げ る,公 益 法 人 に関す る問題
は,全 体 と して以下 に示 す5点 に整理 で きるが,
これ らの問題 は,先 に挙 げ た公益 法人 とそれ を所
管す る官庁 に対 す る社会 的非 難に も関連 し,ま た
一 部 そ れ ら とオ ーバ ー ラ ップ して い る。 す なわ
ち,
(1)法 律 によって行政 の代行 的機能 を果 たすべ
く指 定 された法人 が的確 に業務 を行 わず,ま
た私法 人 であ るが故 に行政 の命令 が行 き届 か
ず,結 果 として規制 緩和 が困難 にな ってい る
状況 があ る こと。
(2)法 律 によ り指定 され ていない に もかか わ ら
ず,行 政 の代 行 的機 能 を行 政指導 に よ り,あ
るいは 自 ら行 い,法 治主義 に反 して行政 に不
透 明な手続 をもた ら した り,不 明瞭 な検査 ・
検定 ・資格付与 等 を作 り出 し,行 政改革 お よ
び規制緩 和 に逆 行 して いる状 況が あ るこ と。
(3)株 式 会社 な どの営 利法 人が行 い うる仕事 を
公益法 人が行 い,法 人税 を免除 され,あ るい
は軽減 され,地 価税 も免 除 され てい る状 況が
あ る こと。
(4>民 間団体 が非営利 の法 人格 を取得 す る手段
は,民 法 第34条 に よ る以 外 に な い た め,き
わめて多 くの業界 団体 な どが公益法 人 とな っ
ている状 況 があ る こと。
(5)公 益 法人 の多 くが官僚OBの 理事 を擁 し,
関係 す る業界 な どの理事 と一体 とな って運営
されてい る状 況が あ るこ と。 なかに は,現 職
官僚 を雇用 して いる法人 も存 在す る状況 があ
るこ と。
与 党行 革PTは,こ れ らの問題 の現状 を認識 し
た うえで,公 益 法 人が 隠れ た行 政機 関 と してその
肥大化 を隠蔽す る手段 とな った り,規 制 緩和 の障
壁 となるこ とが ない よ うにす る 目的か ら,以 下に
み る ように,多 くの公益 法人改 革の提言 を行 って
い る。
問題の(1),(2)お よび(5)に関係す る行政 代行 的行
為 につい ての提 言 と しては例 えば,次 の ような も
のがある。
(a)行 政代行的行為への行政関与の原則 的廃止
公益法人が行 う検査 ・認定 ・資格付与等の
うち,不 特定 または多数の者 を対象とする も
ので,国 民の生命 ・安全 ・権利義務 に係わ ら
ない ものについては,法 律 またはこれに基づ




行政が不特 定 または多数の者 に対す る検
査 ・認定 ・資格付与等の事務 を公益法人に委





方に関係す る提言 は,次 のようである。
① 非公益部門の適正化
非公益部 門が,公 益 部門 に比 べ て過大 に
なってい る法人については,公 益部 門の増
大 ・非公益部門の縮小 を指導すること。そ し
てその具体的基準を定めること。
② 営利法人等 との競合 回避
業務内容が営利企業 と競合 し,ま たは競合
しうる状況 となってい る公益法人 について
は,必 要があれば3年 以内に設立認可を取 り
消す ことを含め対処すること。 また,営 利法




税制 との関係か ら,好 ましい ものではないの
で,そ のあ り方について基準で定めること。
④ 株式等保有の原則禁止
公益法人は,公 開市場 を通 じる等rポ ー ト
フォリオ運用 を行 うものであることが明らか
な場合,ま たは財団法人の設立時において基
本財産 と して株式等が寄付 され た場合 を除









数の3分 の1を 超えないよう,ま た同一の業




で,民 法第34条 による以外 に法 人格 を取得
す る手段がないため,や むを得ず公益法人 と
なった業界団体等で,同 一一業界の関係者が理
事の多数 を占めている場合 は,現 状を当面容
認 したうえで,法 人に関する抜本的法改革を
待 って対応することとし,業 界関係者 または
関連する官庁のOB以 外の者 を監事 とす るよ
う指導す ること。
⑦ 情報の自主的開示
公益法人の業務お よび財務等 に関す る情報
は基準を定め,自 主的に開示するよう指導す
ること。
そ して公益法人の全体 的な行政のあ り方 につい
て,次 の ような提言 を行っている("〉。
(ア)従 来か らある 「公益法人等指導監督連絡会
議」 に加 え,「公益法人等の指導監督等 に関
する閣僚会議」 を設置す ること。
(イ)従 来か らあ る諸基準等 を整備 して,「 公益
法人の設 立許可 及び指 導監督基準」お よび
「公益法人に対する検定業務等の委託 に関す
る基準」 を閣議決定すること。




以上の ように,与 党行革PTの 提言 は,公 益法
人の運営およびそれに対する行政 に係わる広範囲
な改革 を掲げてい るが,そ の提言(と それに基づ




めに,連 絡協 議機 関の格上 げが 図 られてい る,と
い うこ とであ る。 連絡協議 機 関は 「公益 法人監 督
事 務連 絡協 議会 」(1971年:担 当課長 クラス)か ら
始 ま り,「 公 益 法 人 指 導 監 督 連 絡 会 議」(1985
年:官 房 長 クラス)を 経 て,与 党行 革PT提 言 に
基 づ く 「公益法 人等の指 導監督 等 に関す る関係 閣
僚 会議」(1996年7月:関 係 閣僚)に まで格 上 げ さ
れ て い る(総 理府編[1997]資 料7)。 ま た この 閣
僚 会議 には,公 益 法人 の指導監 督等 に関す る必 要
な調整 を機 動的 かつ効率 的 に実 施す るため に,関
係 行政機 関の局長 クラスか らなる幹事会 が設置 さ
れてい る(総 理府編[1997]資 料8;【 図表2-1】 参
照)。
この ような連絡 協議機 関の格 上げ は,諸 基準 の
実 施状況 をチ ェ ック し,公 益法 人 に対す る指導 監
督 が各省庁 で統一 的かつ 適切 に行わ れ るよ うにす
るため であ る。 さ らに,そ の ような格上 げ に よる
指 導監督体 制 は,行 政改 革 を遂 行す る うえで,公
益 法人 を用 いて隠れ た行 政機 関 と してその肥大 化
を隠蔽 す る手段 とさせ ない ように し,ま た規制緩
和 の障壁 と させ ない ようにす る公益法 人改革 を,
特 殊法 人改革 と相 まって行 うことを狙 って いる。
つ ま り,行 政改 革 を行 ううえで,公 益法 人 の重 要
性 が大 き く認 識 され たの で あ る。 この こ とが,
「政 治主 導型 の指 導監 督体 制」 を採 らせ た もの と
考 える ことが で きる。 この ようなス タンスは,次
にみ る提 言 の第二の特徴 に も密接 にかか わる。
提言 の特 徴 の第二 は,公 益法 人 に対 す る指 導監
督等 の一層 の適 正化,公 益法 人 に よる行政代行 的
行為 の実施 の透 明化等 のた め に,従 来か らの諸基
準 を整理 して,1996年9月 に,「 公 益 法人 の設 立
許可及 び指導 監督基 準」(先 に挙げた 「96年指導監
督基準」)お よび 「公益 法 人 に対 す る検 査 等 の 委
託等 に関す る基準 」(こ の名称 は提言中の タイ トル
と若干異 なってい る。以下,こ れ を 「検 査等委託等
基準」 とい う)が 閣 議 決 定 とい う形 で 設 定 さ れ
た,と い うことで あ る。
与 党 行 革PTの 提 言 は,【 図 表3-1】 に示 した
よ うに,検 査等 委 託等 基 準 お よび96年 指 導監 督
基準 のそれ ぞれ の基 準 に盛 り込 まれて い る(表 中
の右端の数字は両基準の中で付 されてい る番号 であ
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る)。 これ らの基 準 は,ま さに公益 法 人 改 革 に呼
ぶ に 相 応 し い 内 容 を 示 し て い る(総 理 府 編
[1997]資 料9)。 また,特 に96年 指 導 監 督基 準 に
つい て は,1996年12月 に,幹 事会 申合 せ の形 で
「公 益 法 人 設 立 許可 及 び指 導 監督 基 準 の運 用 指
針」(以 下,「96年 運用指 針」 とい う)が 設 定 され
てい る(総 理府編[1997]資 料10)。
提 言 の特 徴 の 第三 は,96年 指 導 監 督 基 準 等 の
実施状 況 と実態 を関係 閣僚会 議で把握 ・整理 した
うえで,年 一 回,『 公 益 法 人 白書』 を公 表 す る,
とい うこ とであ る。 国民 に対 す る白書 に よる情報
公開が ここに初 め て登 場す る こ とに なる。最 初 の
白書 は1997年12月 に公表 されたが,こ れか らす
れ ば,1997年 が 公 益 法 人 に と って 「情 報 公 開元
年」 とい うこ とが で きる。
こ こでの検 討 に とって は,提 言 の第三 の特 徴 で
あ る 「情報公 開」 に対す る要請が重 要で あ る。96
年指 導監 督基 準 の前 文 にお い て,「 政府 は,こ れ
らの基 準(引 用者:検 査等委託等基準および96年 指
導監督基準)に 基づ き,公 益 法 人 に対す る指 導監
督等 を行 ってい くとと もに,公 益法 人の 実態及 び
これ らの基準 の実施状 況等 を明 らか にす るため,
毎 年度 『公益 法 人 に関 す る年 次 報 告』(仮 称)を
作成す るこ ととす る」(前 文4),と 謳 われてい る。
しか し,こ こに注 意すべ きは,与 党行 革PTの
提 言 を受 けて,同 じ96年 指導 監 督 基準 は基 準 の
本文 中で 「情 報公 開」 につ い て定 めて い る,と い
う こ とで あ る。 す な わ ち,96年 指 導 監 督 基 準
は,「 情報 公 開」 とい う項 の もとで,「 公益 法 人の
業務及 び財務 等 に関す る情 報 につ いて は,自 主 的
に開示 す る こ と」(96年 指導監督基準7>と 定 め,
業務 ・財務 等情報 の 自主的 開示 に関す る基準 を新
た に盛 り込 んでい る。 この基準 か らも,与 党行革
PTの 提 言 は情 報公 開 につ いて新 しい時代 を築 く
もの であ る とい える。
この ように,公 益法 人 につ いて,一 方 におい て
白書 に よる情報 公 開,他 方 におい て業務 ・財務等
情 報 の情 報公 開が求 め られ,公 益法 人 に対 して,
いわ ば二 重 の情 報公 開が求 め られ てい る。 与党行
革PT提 言が公益 法人改 革 を行 政改 革 の一つ の手
段 と して捉 えてい る ことか らすれ ば,そ れ ら二重
の情報公 開 もその延 長線上 にあ るはず の もので あ
る。 この こ とか ら,次 の ような疑 問が生ず る。 す
なわち,二 重 ない し二種類 の情報 公開 のそれぞ れ
の 目的 ない し役 割 はいか なる ものであ るのか。 ま
た二種類 の情 報公 開の 関係 はいか な る もので ある
のか 。
どうや ら本 題の検 討 に さ しかか った。
4.指 導監督基準上の情報公開の 目的
96年 指 導監 督 基 準 の本 文 中 の情 報 公 開 か ら検
討 す る こ とに す る。す で に述 べ た よ うに,96年
指導 監督 基準 で は,「 情 報公 開」 とい う項 の もと
で,個 別 の公益 法 人 に対 して,「 公益 法 人 の業 務
及 び財 務等 に関す る情報 につ いて は,自 主的 に開
示す るこ と」 とい う文言 が新 設 され た。 しか し,
この段 階 では,具 体 的 な開示情報 の範 囲,開 示 方
法等 が定 まって いず,そ れ らの具 体的基準 は後 に
定 め る こ と に した(96年 基 準8(2);96年 指 針7一
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(2),8-〈2))〔'2)。
この文言 中にお いて,あ えて 「自主 的 に」開示
す る としたのは何故 か。 その理 由は,民 法上,公
益 法人 について情報公 開の規定 はな く,ま た各府
省令 では主 たる事務所 に書類 お よび帳簿 を備 え置
くこ とが定め られてい る ものの,こ れ らの閲覧 ・
公 開等 に関す る規 定が なか ったか らで あ る(総 理
府編[1997]p66)。 自主 的開示 を根拠づ けるため
に,公 益 法 人の 公益 性 に基 づ く社 会 的責 任 が96
年 運用 指針(7一 イ1/)で 強調 された のは,そ の こ と
によるのであ ろう(13)。
翌1997年12月 に,96年 指導 監 督基 準 と96年
運用 指針 の一部 が改 正 され,「 情 報公 開」 につ い
て具体 的 な基準 が定 め られた(97年 に改正 された
96年 指導監督基準および96年 運用指針 を,そ れぞれ
以 下,「97年 指 導 監 督 基準」お よび 「97年運 用 指
傘十」 という)個。
そ こで は,業 務 お よび財務 等 に関す る情 報の 自
主的 開示 とい うよ うな文言 に代 えて,次 の よ うに
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定め られ た。す な わ ち,「 公益 法 人 は,次 の業務
及 び財務 等 に関す る資料(引 用者:【 図表4-1】 に
掲げた10の 資料)を 主 た る事務 所 に備 えて置 き,
原則 と して,一 般 の閲覧 に供す る こ と。」(97年 基
準7-(1))。 この文 言 にみ る ように,具 体 的 な開示
情 報 の 範 囲(【 図表4-1】 の10の 資料),開 示 場所
(主たる事務所),開 示 方 法(閲 覧)お よび備 置 期
間(備 置期 間について は97年 指針7-〈2))が 定 め ら
れた。
業 務 お よび財 務 等 に 関す る 「情 報」 は,97年
指 導監 督 基 準 で は,業 務 お よ び財 務 等 に 関す る
「資料」 と言 い換 え られ て い るが,そ れ らの資料
は業務 に関す る資料,財 務 に関す る資料 お よびそ
の他 の資料か ら構成 されて い る。 この ように開示
資料 を三種 類 に分類 して 示 す な らば,【 図 表4-
1】 の よ うに なる。 また開示 資料 を事 業年 度 に係
わ らせ て,そ の 開示 時 期 と備 置 期 間 を整 理す れ
ば,【 図表4-2】 の ようになる。











(公益法人会計基準以外の会計基準 を用いている法人の場合 は,本 文に定められている資料に相 当
す るものについて同様 に扱 う。)(97年 指針7-/5))


















































(ただ し特殊法人の①及び② は公告 もする)
開示 資料 は,公 益法 人 の本 部等が 置か れてい る
登 記 上 の事 務 所(「 主 たる事務所」)に 備 置 し,社
会一般 の不特 定の者 す なわち国民 の閲覧 に供 され
る こ とに な る。 この よ う に,97年 指 導 監 督 基 準
は,公 益 法 人の主 た る事務所 で 閲覧の方式 に よる
情報公 開 を求 め るが,他 方 で,所 管 官庁 にお いて
も,公 益 法 人の主 た る事務所 で 閲覧で きる資料 と
同 じもの を同 じ期 間 にわたって 閲覧で きる よ うに
し,そ れ に加 えて,所 管公益 法人 に関す る一覧表
(【図表4-3】 に掲 げた6項 目の一覧表)も 閲 覧 で き
る ように してい る(97年 指針7-(3×4))。
この よ うな公 益法 人お よび所管官 庁 におけ る情
報公 開 は,1998年1月 以 降 に 始 ま る事 業年 度 か
ら適用 され,過 去 の もの も可能 な限 りこの基準 に
適合 した形 で情 報公 開す る こ とが求 め られた(g7
年基3$一(5),97年 指 針8-(5))。 した が っ て,こ の
よ うな形 の 情報 公 開 は1999年1月 以 降本格 化 し
てい る。
公益 法 人 につ い て,97年 指 導監 督 基 準 に み る
業務 お よび財務 等 の資料 が 要求 され るよ うに なっ
た の は,特 殊 法 人 に関 す る 「特 殊 法 人情 報 公 開
法 」(1996年4月1日 か らの事業 年度 よ り適用)と
平 灰 を合 わせ たか らで あ る とさ れ て い る(明 渡
[1998]p.10)。 「特殊 法 人 情 報 公 開法」 で は,①
貸借対照 表,② 損益計算 書,③ 附属 明細書,④ 事
業報告書,⑤ 監事 の意見 書,⑥ 財産 目録 お よび⑦
決算報告 書が,特 殊法 人の各事 務所 にお いて,一
般 の 閲覧 に供 す る方式 で公 開 され る。5)。この うち
貸借対照 表お よび損益 計算書 は公告 も しなけれ ば
な らず,ま た財産 目録 お よび決算報 告書 は,設 置
法上,現 に作 成義務 があ る場 合 につ い て一・般 の 閲
覧 に供 しなければ な らない。 財務 内容 の詳細 を明
らか に して い る附属 明細 書 まで も公 開す るの は,
株 式会社 の情 報開示 の水 準 を上 回 るものであ り,
これ は ま さに,特 殊法 人 の業 務 内容 ・財政 基盤 の
公共性 を踏 まえた もの とい え る(吉 田[1997]PP.
36-37)o
公益 法人 と特 殊法 人の公 開情報等 を比較 しうる
ように整 理す れば,【 図表4-4】 の ようになる。
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5.業 務 ・財 務 等 の情 報 開 示 とア カ ウ ン タ
ビ リテ ィ
(1)社 員 ・評議 員への情報開示
公益 法人の情報 開示 は,こ れ まで全 く行 われて
こなか った とい うわ けではない。社 団法 人で は,
原則 と して,社 員総会 において事業計 画お よび予
算,ま た事業報告 お よび決算書類 につ いて承認 の
議 決が行 われ るさいに,そ こで は,議 決 に必要 な
書類 は会長 た る理 事 に よって 開示 され て きて い
る。 また財 団法人 では,原 則 として,事 業計画 お
よび予算,な らびに事 業報告 お よび決算書類 は評
議 員会の 同意 を得 るが,そ のため に必要 な書類 は
理事 長 たる理事 に よって開示 されて きてい る。
この よ うな情 報 開示 は,プ ラ イベ ー ト ・セ ク
ターの株式 会社 の場合 と基 本的 には異 な らない。
なぜ な らば,そ こでは委託者 と受託者 の 関係 ある
い は依 頼 人(principal)と 代理 人(agent)の 関係
が成立 し,い わ ゆる委託 ・受託 関係 が共通 してみ
られるか らで ある。
社 団法人 にお け る理事 は業務 運営 を社 員か ら委
託 された受託者 であ る。受託 者た る理事 は,委 託
された業 務 運営 を善良 な る管理 者 の 注 意義 務 を
もって履行 し,そ の状況 お よび顛末 を委託者 たる
社 員 に報告 す る義務 を負 う。受託者 にこの ような
報告義務 を課 して い るの は,委 託事 項 を逸脱す る
職務上 の義務違反や不 正行為が あれば,委 託者 は
受託者 を解任 した り,あ るいは損 害賠償 請求 を起
こ した りす る必要 があ るか らであ る。
この よ うに委 託 ・受託 関係で は,委 託者 は 自ら
の権利行使 を通 じて受託者 をコ ン トロールで きる
が,そ う した権 利行 使 に役 立 つ情 報 は受 託者 に
よって報 告 とい う形 で提 供 される。受託者 か ら委
託者へ の報告(状 況報告および顛末報告)に よる説
明責 任 は,ア カウ ン タビ リテ ィ(accountability)
(以下 「報告説明責任」 とい う)と い わ れ て い る。
そ して この報告 説明責任 の履 行 は,具 体 的 には業
務 お よび財務 等の情報 の提 供,す なわ ちそれ らの
情 報開示 に よって行 われ る。
財団法 人は一定 の 目的の もとに醸 出 されr結 合
され てい る財産 の集 ま りで あるので,そ の場合 に
は,人 の集合体 であ る社団法 人ほ どには委託 ・受
託 関係 は明確 でない。財 団法 人におい ては,基 本
財産 の運用益 を もって,設 立者 が定め た寄 附行為
に基 づい て運営 され るの で,本 来 は設立者 が委託
者,理 事が受 託者た る関係 に なるが,評 議員会が
理事選任機 関お よび諮 問機関であ り,さ らに また
予算 ・決算 等の 同意が 求め られ る機 関に もなるの
で,評 議 員会 を委託者 に準 じて考 える こ とが で き
る。 これか らす れば,理 事 は評議 員 に対 して報告
説 明責任 を負 うことになるか ら,同 意 を得 る こと
のため に業務 お よび財務等 の情報 の開示が行 われ
る(岡 村[1997a]PP・9-10)。
(2)国 民 への情報開示
公益法 人 は国や都道府 県か ら多額 の補 助金や委
託費 を交付 されて い る。例 えば96年 度 決算 ベ ー
スでは,そ の総額 は約1兆3,300億 円 に ものぼ っ
て い る(総 理 府編[1998]pp.154-157;1995年 度
比約900億 円の増加)。 これ ら補助金 や委 託費 の原
資は,い うまで もな く国民 の税金で ある。
また公益法 人 は,法 人税,住 民税,事 業税 等 の
様 々な税務 上の優 遇措 置 を受 けている。例 えば法
人税 法 で は,公 益事 業 につ いて は課 税 され な い
が,収 益事 業か ら生 じた所得 に対 して は,基 本税
率 を軽 減 した税率 を適用 して法 人税 が課 されてい
る。徴 収 されるべ き税 が免 除 ない し軽減 されてい
る ことは,免 除額 または軽減 額 に相 当す る額の補
助 金が,実 質的 に,公 益法 人 に対 して交付 されて
い るの と同 じであ る。
補助 金や委託費 の交付 お よび税務 上の優遇 は,
結局 の所,国 民か ら資金の供与 を受 けている こと
になるか ら,迂 回的 に して間接 的で はあるが,国
民 と公益法 人の理事 との間には委託 ・受託 関係が
生 じるこ とにな る。 この ような委託 ・受託 関係が
成立すれ ば,国 民 に対す る報告説明責任 の履行が
求め られ るこ とになる。 したが って,業 務 お よび
財務等 の情 報 を事務所 に備置 して一般 の 閲覧に供
す るこ とを,97年 指 導 監督 基準 が 求 め た の は首
肯 で きる。
しか しここに注 意すべ きは,補 助金等 の交付 や
税務 上の優遇 は,何 も公益 法人のみ に行 われ てい
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るわけ では な く,プ ライベ ー ト ・セ クター た る株
式 会社 の一部 に対 して も行 われてい る,と い うこ
とであ る。 これか らす れば,公 益 法 人につ いて と
同様 に,そ れ らの会社 も詳細 な業務情 報 と財 務情
報 を一般 の閲覧 に供すべ きであ る,と い うことに
なる。 しか し実 際 には,そ の ような会社 にあ って
は,閲 覧可 能の者 は株 主 と債権 者 に限定 されてい
て,国 民一 般 に まで 認 め られ てい る わ けで は な
い。そ れで は,公 益 法 人の業務 お よび財 務等 の情
報 が国民 に対 して広 く一般 に公 開 されるの は何 故
なのか。
公益 法 人の業務 お よび財 務等 の情報 が国民 に対
して公 開 され るのは,公 益 法人 固有 の 「公益性 」
にあ る,と 考 え られ る。 「公益 」 の 内容 は時 代 と
ともに変化 す る とは いえ,公 益法 人 の行 う公益 活
動 は,教 育,芸 術,環 境保 護,福 祉,国 際 関係 な
どきわ め て多 岐 に及 んで い る(総 理 府編[1997]
pp.105-110)o
これ らの活動 にみ る ように,公 益 法 人は積極 的
に不特 定多 数の者 の利益 の実現 を目的 とす る,非
営 利 の法 人 であ るか ら,そ の 目的 達 成 の た め に
は,各 法 人の行 う事 業 につ い て不特 定多 数者 たる
国民 の理解 や支持 を得 て,そ の事 業 自体 の社会 的
認知 を受 ける こ とが必要 であ る。 この ような社 会
的認知 を受 けて こそ,当 該 法人 の社 会 に対 して果
たす役 割(社 会貢献)と そ の責 任(社 会的責任)が
生 じる こ とに なる。
社会 貢献 と社 会 的責任 を有す る公益法 人の活動
は,公 共的利 害 に関係 す るので,公 益法 人 自体 の
存在が社 会 に知 られ,そ して当該法 人 の事 業活動
の 内容 等 が社 会 的 に評価 され る こ とが 必要 で あ
る。 この よ うな社会 的評価 が正 当に行 われ るな ら
ば,例 えば,寄 付 やボ ラ ンテ ィア とい う形 で 当該
法人の事 業 に コ ミッ トす る者が現 れた り,ま た世
論 を通 じて 当該 法 人に対す る補助金 や委託 費が増
額 または新設 され る こと もあ り得 よう。
この ように公益 法 人の公益性 故 に,国 民 に よる
委託 ・受 託 関係 が新 た に構築 され る可能性 があ る
が,そ の よ うな関係 の構 築 ・維 持 のため には,不
特 定多数者 たる国民 に対 す る,公 益 法人 の業 務お
よび財務等 に関す る情報 の公 開 は不 可欠 であ る。
この こ とか らす れ ば,業 務お よび財務 等の情 報 を
事務 所 に備 置 して一般 の閲覧 に供す るの は,公 益
法 人の情報 公 開の本来 のあ り方 といわ なければ な
らない(岡 村[1997a]P.10;公 益法 人研 究学会編
[1999]PP・250-253)。97年 指導 監督基 準 が この点
に まで踏 み込 んだ こ とは画期 的で ある。
6.業 務 ・財 務等の情報 開示 とモニ タ リング
(1)社 員総 会 ・評 議員会 の モニ タ リング
社 団法 人 にお いて は,社 員 と理事 との委託 ・受
託 関係 を もとに,理 事 の報告説 明責任 の履行 のた
め に,社 員 に対 して業務 お よび財 務情 報の 開示 が
行 われ る。 また財 団法 人 にお いて は,評 議員 と理
事 との 間に想 定 され る委 託 ・受 託関係 を もとに,
こ こで も評議 員 に対 して業務 お よび財務 情報 の開
示が 行 われ る。 この よ うに して提 供 され る情報 に
基づ い て,社 員総 会あ るい は評議 員会 にお いて人
事権 等の権利 が決 議 を通 じて行使 され,受 託者 た
る理事 が コン トロー ルされ る。社 員総 会や評議 員
会 は,制 度 的 には,提 供 され る情 報 に基 づ いて理
事 に よる業務 運営 をモ ニ タ リ ング(監 視)す る こ
とに なる。 これが有 効 に機 能 していれ ば,理 事 は
善管義 務 を果 たすべ く自らの行動 を律 し,基 準 等
を遵守 し,い わばセル フ ・コ ン トロー ルす るはず
であ る。
しか し現実 には,受 託者 は委託 者が期待 す るほ
どの業 務運営 の努力 を しない,ま た受託 者 は委 託
され た資源 を有効利用 せ ず,自 分 の ために消 費す
るイ ンセ ンテ ィブ をもつ とい った ように,委 託者
と受 託 者 との 間 に利 害 の 対 立(コ ンフ リク ト)が
生 じ,受 託者 を十分 にコ ン トロール した り,モ ニ
タ リ ング した りす る こ とが で き な くな っ て い る
(いわゆ る"エ ージェ ンシ0問 題"が 生 じる)(1fi)。例
えば具体 的 には,子 会社 に利 益 を移転 させ た り,
理事長 が多額 の報酬 を得 てい た り,ま た行 政か ら
委託 されて い る事業 で多額 の収益 を得 てい る,と
い った ような ことが挙 げ られ る。 この ため に,公
益 法人 の運営 の適正化 と透 明性 を一層 促進 す るた
めに は,よ り効 果的 なモ ニ タリ ング機 構が必 要 に
な る。 この機構 の重要 な一・翼 を担 うのが 国民 の モ
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ニ タ リ ン グ で あ る。
(2)国 民 のモニ タ リング
国民 が公益 法人 に関す る情報 を入手 しよ うとす
る とき,従 来 は,行 政監察 等 の政府 刊 行物,マ ス
コ ミ ・特 定機 関等 による新 聞紙 誌や専 門書等 がそ
の主 たるルー トであ った。情報 開示 の制度 が整 っ
てい なか ったか らで あ る。そ の よ うなルー トを経
て情報 を入手 しよ うとす る者 です ら,そ れほ ど多
くなかっ た。極端 に言 えば,公 益法 人の活 動等 に
関 して,国 民 はい わば"知 らない 国民"で あ り,
公益 法人 の活 動や 運営等 が社 会 的事 件 として,新
聞紙 誌等 で大 き く取 りあげ られ ない限 り,ほ とん
ど"物 言 わぬ国民"で あった。
しか し現在 で は,国 民 が公益法 人 に関す る情 報
を入手す るル ー トは格段 に増 えた。政 府刊 行物,
新 聞紙 誌 や専 門書 等 に よる ル ー トの ほ か に,97
年 指導監 督基 準等 に よって,少 な くと も次 の三つ
の情報 入手 ルー トが増 えた。
第一 の ルー トは,公 益法 人の実態,指 導 監督基
準等 の諸基準 の実施状 況 に関 して,毎 年公 表 され
る公益 法 人 白書で あ る。 これ は,総 理府 によって
1997年 か ら公表 され 始 め たが,こ れ に よ って 公
益法 人の状 況や実 態 を全体 的 ・総 体 的に捉 える こ
とがで きる よ うに な り,「 法 人全 体 の情 報」 が 入
手 で きる ようにな った。第二 のル ー トは,所 管官
庁 で 閲 覧 で きる所 管 公 益 法 人一 覧表(17)(【図表4-
3】 参照),な らび に所 管 公益 法 人の個 々の公益 法
人 の業 務お よび財務情 報 であ る。 これ らの情報 は
所管官 庁 で閲覧で き,個 別 の公益 法人 の情 報 のみ
な らず,同 系 の他 法 人の情報 も入手 で きる。 す な
わ ち,「 個 別 法 人 の情 報」 と 「同系 法 人の 関連 情
報」 が得 られ る。 ま た第 三 の ル ー トは,97年 指
導監督 基準 に基づ く,公 益 法人 の主 たる事 務所 で
閲 覧で きる業 務お よび財務情 報 であ る。 これ は,
個 別の公益 法人 か ら直接 に入手す る 「個 別法 人の
情報」 で あ る。
これ らの情報入 手 ルー トの ほか に,最 近 では,
イ ンター ネ ッ トの ホームペ ー ジを通 じて,特 定の
公 益法 人 に関す る最新情 報が得 られる よ うに なっ
て きた。 イ ンター ネ ッ ト情 報 はすべ ての法 人 につ
いて得 られ るわ けでは ないが,開 設 され るホ ーム
ペー ジは徐 々に増 えて きてい る。 イ ンター ネ ッ ト
情 報 は居 なが らに して,ほ とん どコス トをか ける
こ とな く,容 易 に入 手で きるだ けで な く,法 人の
業務 お よび財務情 報の ほか に,法 人 の 目的や事 業
内容s事 業 計画,特 色 ある事業 活動等 の情報 を コ
ンパ ク トに入手 で きる。 す なわち,イ ン ター ネ ッ
ト情 報 を通 じて 「個別 法人 の特 定情報」 が得 られ
る よ うに なって きたのであ る。 国民 が公益法 人 に
関 して 入 手 しう る情 報 を 整 理 す れ ば,【 図 表6-
1】 の ようになろ う。
この ように情 報入 手 ルー トが拡大 され た こ とに
よって,国 民 は公益 法人 を取 り巻 く環境 ・状 況 や
背景 知識 だけで な く,公 益 法人 に関す る専 門知識
や比 較情報 す らも装備 で きる ようになって きた。
その意味 で は,公 益 法 人 に関す る評価 やモ ニ タ リ
ング を十分 に行 い う る能 力 を国 民 は身 につ け,
"知 らない 国民"か ら"知
って い る 国民"へ と変









業務 お よび財 務情報 等 を手 に した"知 って いる
国民"は,理 事 の構成 や報酬,補 助 金等 の使 途,
子 会社 との 関係,さ らに委託 事業 での多額 の収益
な どについ て,そ の適 正性 や透明性 等 に疑 義 を抱
くよ うな こ とがあ れば,そ れ を社会 問題化 し,厳
しい非 難 を浴 びせ,そ の挙 げ句,世 論 を動 かす こ
と もあ りえ よ う。 こ の よ うに,"知 っ て い る 国
民"は 状 況 に よ って は,"物 言 う国民"さ らには
"行 動 す る国民"へ と転 身 してい く
。
この ような国民 に よるモ ニ タ リングに よって,
公益法 人の適正 な運営 と透 明性 が一 層促進 される
こ とに なるはず で あ る。 この こ とは逆 に言 えば,
依然,不 適正 な運営 を行 ってい る公 益法 人,競 争
制 限的 な活動 を行 ってい る公益法 人,ま た社 会 的
使命 をすで に終 えてい る公益 法人等 が 国民 のモ ニ
タ リングに よって明 らか に され れば,そ の こ とは
行政改 革の 一環 としての公益 法人改 革 に生 か され
るこ とに もな る。 これか らすれ ば,業 務 お よび財
務等の情 報 を主 たる事 務所 に備置 して一般 の 閲覧
に供す るこ とを求 めた,指 導監督基 準の情 報公 開
の主 た る 目的は,国 民 のモ ニ タ リングの喚 起 と強
化 にあ る といえ るのであ る。
7.白 書 によ る情報公 開の 目的
先 に挙 げた ように,公 益 法人 につ い て もう一つ
の情 報 公 開 が あ る。 そ れ は,96年 指 導 監 督 基 準
の前 文 に掲 げ られ た,『 公益 法 人 白書 』 に よ る情
報公 開であ る。 す なわ ち,公 益 法 人の実態 と検査
等委託等 基準 ・指導 監督基準 の実施状 況等 を明 ら
か にす るため,毎 年 度 『公益 法人 白書』 を作 成 し
て,そ れ を広 く社会 一般 に公開す る とい う もので
あ る。
本邦 初 に して 画期 的 な 『公 益 法 人 白書 』(以 下
「白書」 という)は1997年12月 に公 表 された。 そ
の構成 は,公 益 法 人制 度 の概 要(第1章)か ら始
め,公 益 法 人 行 政 の 沿 革(第2章),そ して 公 益
法 人 に 関す る最 近 の施 策(第3章)を 挙 げ,最 後
に公益 法 人 の現 況(第4章)を 示す,と い う よ う
に なってい る。 わが 国 にお ける公益 法人 の全 体像
が法制,税 制,行 政面 か ら縦横 に捉 え られ,公 益
法人 の最 近 の 問題 と現 況 が 明 らか に され て い る
(岡村[1998]pp.2-3)㈲ 。
白書 は,総 体 と しての公益 法人 の実 態や動 向,
さ らに公 益法 人が抱 えて いる問題 を広 く社会 一般
に公 開す る とい う意 味で,い わ ばマ クロ レベ ルの
情 報公 開 を担 って いる。 この ようなマ クロ レベ ル
の情 報 公 開が 求 め られ る よ うに な っ た の は何 故
か。
96年 指 導監 督 基 準 で は,公 益 法 人 の実 態 と検
査 等委託 等基準 ・指導 監督基 準の 実施状況 等 を明
らか にす る こ とが そ の 目的 と して掲 げ られ て い
る。 もう一歩 立 ち入 って,そ れで は,こ の ような
実態 開示 と基準 等 の実 施状況 の 開示 を行 うの は何
故で あ ろ うか 。 またその 目的 は何 であ ろ うか。
この よ うな情 報公 開 を求 め る理 由 ない し 目的 は
三つ あ る ように考 え られ る。 そ の第一 は,白 書 自
体 の性格 か らわか る ように,公 益 法人全体 の実態
を広 く社 会一般 に明 らか にす るこ とで ある。 白書
は誰 で もが安価 に しか も容易 に入 手 しうる公益法
人全体 に関す る詳細 な情 報 であ る。 この ような白
書 に よって,社 会一般 す なわ ち国民 に公益 法人 の
実態 を公 開す るこ とに よって,国 民 は特 定の公益
法人 を観 察 した りモニ タ リング した りす る と きの
一種 の"座 標 軸"を 得 る こ とが で きる ようにな る
。
換言 すれ ば,特 定 の公益法 人が 公益 法 人全 体 の
状 況 の 中 で,ど の程 度 運 営 が 適 正 で あ り,健 全
か,ま た社会 貢献 のユ ニ ー クさや 貢献度 は どの程
度 か な ど を判 断 す る た め の"尺 度"が,白 書 に
よって国民 に与 え られ るので,特 定の公益 法人 に
対す る国民 のモ ニ タリ ングが 有効 に働 くようにな
る。例 えば,国 民が公益 法 人全体 の実態 を知 った
うえで,特 定 の公益法 人 の業 務お よび財務 等 の情
報の 閲覧 を求 め て くるよ うな ケース を考 えてみ れ
ば よい。
第二 の理 由 ない し目的 は,公 益 法人 に対 す る所
管官庁 の指導 監督 に影響 を与 える ことであ る。 白
書 に よって公益 法人全体 の実 態 を公開す る場 合 に
は,い う まで もな く,実 態 を分析 す る フ レー ム
ワ0ク は指 導 監 督 基 準 等 の 基 準 で あ る。す な わ
ち,白 書 で は,必 然 的 に,指 導監督基 準等 に照 ら
して,そ れ らの基準が どの程 度実 施 されてい るか
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(または実施 されていないか),と い う基準 実施状 況
が所 管官庁 別 に明 らか に され る こ とに なる。
指 導監 督基 準 等 の基 準 実 施 状 況 は所 管 官 庁 に
よって異 な りうるが,基 準 実施 に積極 的 に取 り組
んで いる所 管官庁 とそれ程で は ない所 管官庁 とが
あ るこ とを示す こ とにな り,ま さにその こ とが 白
書 に よ って 国民 に対 して明 らか に さ れ るの で あ
る。つ ま り,指 導 監督基 準等 の基準実 施 に対 す る
所 管官庁 の取 り組 み姿勢 を,国 民 は白書 を通 じて
知 り,そ の うえで所管官 庁 の姿勢等 を国民 は評価
す るこ とがで きるこ とになる。他 の所 管官庁 に比
して,基 準 実施 の進 まない所 管官庁 に は,国 民か
ら厳 しい世論 や非 難が 巻 き上 が るであ ろう ことは
予 想 で きる。基準 実施 が進 まない所管 官庁 に とっ
て は,白 書 に よる情報 公 開は大 きなプ レッシャ0
となろ う。
この こ とか ら,次 の ようにい える。 白書 に よる
情 報公 開 は,各 所 管官庁 の基 準実施 姿勢 を評価す
る機会 を国民 に与 え,そ の結 果,国 民 による所管
官 庁 へ の モ ニ タ リ ングが 強 く行 わ れ る よ うに な
り,そ れ は他 方 において,基 準実施 に向 けた所管
官庁 に対 す る圧 力 とな るため に,各 所 管官庁 にセ
ル フ ・コ ン トロー ル を強 く働 きか け る こ とに な
る。 これ は,白 書 に よる情報 公 開には,基 準実施
推進 に 向けて所管官 庁 に対 して圧 力 をか け る とい
う狙 い もあ る,と い うこ とを示 して いる(19}。
理 由 ない し目的の第三 は,白 書 に よる情 報公 開
は政 府 の国民 に対 す るア カウ ンタビ リテ ィの履 行
に よる もので あ る とい う こ とで あ る(本 稿注(1)参
照)。 白書 に基 づ い た 国民 に よる,政 府 の公益 法
人行 政 に対 す る評価 は,政 府の 公益法 人行政へ の
モ ニ タ リングにな るばか りで な く,公 益 法 人行 政
の ため の政 策立案 に も貢献 す る。
これ らの理 由ない し目的 に共通 してい る情報 公
開の 目的は,こ の場 合 に も国民 のモ ニ タ リングの
喚起 と強化 にあ る。 白書 による情 報公 開 は"マ ク
ロ レベ ル"の 情報 公 開であ り,こ れ に対 して個 別
の公益法 人の業務 お よび財 務等情 報 の情 報公 開 は
"ミ クロ レベ ル"の 情 報 公 開 とい え る
。 これ ら二
つ の情報公 開 は,国 民 のモ ニ タリ ングを有効 に働
かせ るための,い わば車 の両輪 であ る。 いず れ も
欠かす ことの で きない もの であ る。
国民 のモニ タリ ングに着 目して情報 公 開を整 理
す れ ば,【 図表7-1】 の ようになろ う。
8.結 び と展望
公益法人は,会 計年度開始前 に,事 業計画書お
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よび収支予算書 を所管官庁 に提出 しなければなら
ず,ま た会計年度終了後に,事 業報告書,収 支計
算書,正 味財産増減計算書,貸 借対照表および財
産 目録 を所管官庁に提 出 しなければならない。 こ
れ らの書類 は業務お よび財務情報 を含んでい る
が,そ れ らが所 管官庁 に提 出 され る とい うこと
は,所 管官庁 に対する情報開示で もある。所管官
庁は,提 出された業務および財務情報に基づ き公
益法人の指導監督にあた らなければならないか ら





制 度 の 当初 か ら行 われ て きて い る。換 言す れ






報 または所管官庁 の会計(官 庁会計ないし政府会
計)に 適合 して いる情報 であ るとい うことであ
る。開示 される財務情報が収支予算書,収 支計算
書,正 味財産増減計算書,貸 借対照表お よび財産




しか し,す でに検討 して きた ように,96年 指
導監督基準によって個別の公益法人 に対 して情報
公開の規定が盛 り込 まれ,そ ればか りでな く,公
益法人白書 による情報公 開 も1997年 より行われ
るようになった。これに よって,公 益法人の本来
の公益活動 にとって基本 とも言 うべ き,「国民へ
の情報公開」 とい う視座が定め られた。時代 の要
請 と言 うべ きか。
この ような国民への情報公開 という視座の定立
は,所 管官庁のモニ タリングのための情報あるい
は指導監督行政 目的の情報 を超 えて,国 民の意思
決定またはモニタリングにふ さわしい情報 を開示
で きる何 らかの フレー ム ワー クを新 たに要請 す る
はず で ある。そ の ような新 たな情 報 と して,例 え
ば公益 活動 の社会 貢献度 を財務 的 に も評価 で きる
ような情報 が あ り得 よ う。 この よ うな情報 を も組
織 的 ・体系 的 に提 供 で きるよ うな新 た なフ レー ム
ワー クの構 築が必 要 にな るはずで ある。
1998年3月 に,「 特 定 非 営 利 活 動 促 進 法」(い
わゆ るNPO法)が 成 立 した。 この 法 律 は,営 利
を 目的 と しない民 間団体(以 下 「NPO」 とい う),
例 え ば まちづ くり,福 祉,環 境 保護,国 際 交流 な
どの民 間非 営利 活動 を行 う民 間団体 に法人格 を与
え,非 営利 活動 を行 いやす くす るこ とを 目的 とし
て い る。 この 法 に よれ ば,法 人格 を付 与 され た
NPOは 情 報公 開が義 務づ け られ てい る(28,29,44
条)。
情 報公 開 ない し監督 のあ り方 につ いて次 の よ う
な経 緯 な い し議論 が あ った よ うで あ る。す な わ
ち,「 監督 の仕 組 みの 議論 にお い て は,立 案段 階
で,行 政 が認可 し,常 時活動 を監督 すべ きとい う
旧来型 の公益法 人 の仕組 み を採 用 しよ うとす る意
見 と,行 政 は関与せず,市 民 による参加 やチ ェ ッ
クを通 しての社 会 的監 督 とい う仕組 み を採 用 しよ
うとす る意見 の二つ の意見 が衝突 した。本 法 は,
結 局,行 政 は で き るだ け簡 易 に法 人 の認 証 を行
い,な にか 問題が あった ときのみ 監督す る とい う
事 後型 の監督 シス テム を と り,活 動 内容 に関 して
は市民 に よる評価 ・チ ェ ックに委 ね る とい う方法
を採 用 した。 これ は,従 来 の行政 指導 に よる監督
行 政 か ら,事 後型 ・チ ェ ック型 の監督行 政へ の シ
ス テムの変更 と ともに,市 民 活動 に参加 す る市民
に対 す る 自己責任 原則 を明確 した もの であ る。」
(堀田 ・雨宮[1998]p.191)
この よ うな経緯 に み る よ うに,NPO法 で は,
情 報公 開 に よる市民 また は国民 に よるモニ タリ ン
グが先 行 し,所 轄 庁(NPO法 で は 「主務官庁」 ・
「所管官庁」で はな く 「所 轄庁」 とい う)に よる 監
督 行政 は事後 的 に行 われ る とい うシス テムが と ら
れ た。す なわ ち,「 市民 監 督 が大 原 則」(堀 田 ・雨
宮[1998]p.39)と い う立場 が最 終 的 に採 用 され
たの であ る。 しか し,公 開 され る情 報 を見 る限 り
にお いて は,所 轄庁 に よる監督行 政の発想 も根 強
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公 開 され る情 報 は大 別すれ ば,事 業報告書等,
役 員名簿 等お よび定款 等の三種類 か らなる、 この
うち主 と して財務情報 を含 む事業 報告書等 には,
① 事業報 告書,② 財 産 目録,③ 貸借対照 表お よび
④ 収 支計 算 書が あ る(28条)。 公 益 法 人 にお いて
公 開 され る業務 お よび財務情報 と比較す れば,事
業計 画書,収 支予算 書お よび正 味財産増 減計算書
はない ものの,基 本的 には公益 法人 の会計 システ
ムに準 じた シス テ ムが,NPO会 計 シス テ ム と し
て念頭 に置 かれてい る。 どち らか とい うと,監 督
行 政 目的 の情報 が基本 的に構想 され てい る と考 え
られ る。
この場 合 に も,各NPOの 非営 利活 動 の社 会貢
献 度 な どを表 しうる情報 の開示 は考 え られ ていな
い。す なわ ち,公 益 法 人 に対 す るの と同様 な フ
レー ムワー クの も とに,情 報公 開が 考 え られてい
るにす ぎない。 この意 味で,市 民 また は国民へ の
情 報 公 開 とい う視座 に立 っ た,NPOと 公益 法 人
を含 む広 く非営 利組 織 の会 計 の新 た な フ レー ム
ワー クの構 築が必要 に なっている。
新 しい皮 袋 には古 い酒で はな く,新 しい酒 を盛
るべ きなのであ る。
(付記)本 稿執筆 において必要 な資料や参考 にな
る資料等 のい くつかは,全 国公益法 人協会の川崎
貴嗣氏か ら提供 していただいた。 ここに記 して,
感謝 申しあげたい。
(1)例 え ば,政 府 の行 政 改革 委 員会 の行 政情 報 公 開部 会 に よ る
「情 報 公 開 法 要 綱 案(最 終 報 告)」(1996年11月1日)で
は,「 公 開性(openness)」 と 「説 明 責 任(accountability)」
とい う基 本 的 な理念 が 掲 げ られ てい る。 この よ うな理 念 を掲
げ た の は,例 え ばHIV感 染 問 題 や 住 専 問 題 で は,政 府 が
「説 明 責 任 」 を必 ず し も十分 に 自覚 して い な か っ たの で,民
主主 義 の 当然 の作 法 を改 め て強 調す る必 要 が あ ったか らで あ
る,と され て い る。 この よう な理 念 は本 来 的 には 次の よ うな
こ とを内包 して い る。 す な わ ち,民 主 主義 を健 全 に発 展 させ
る ため に は,国 政 を信 託 した主 権者 で あ る国民 に政府 が そ の
活動 を説 明す る責任 が あ り,こ の よ うな責 任 を全 うす る制 度
が作 られ,国 民一 人 ひ と りが それ を吟 味 した うえで,適 正 な
意 見 を 形 成 す る こ とが で き る よ うに な る。 そ して,こ れ に
よっ て国民 が 行政 を監 視 し,ま た行 政 に も参加 で きやす くな
る とい う ことで あ る(『 朝 日新 聞』1996年11月2日)。
(2)1996年11月,「 わが 国 金 融 シ ス テ ム の 改 革一2001年 東京
市場 の 再 生 に向 けて一 」 と題す る金融 シス テム の改 革案 が提
示 された 。 これ は 「金融 ビ ックバ ン」 と称 され てい る が,こ
の 改 革 案 に は,情 報 公 開 と して の デ ィス ク ロ ー ジ ャー の 充
実 ・徹 底 化が 盛 り込 まれて い る。
(3)こ の法 律 の 正 式名 称 は,「 特 殊 法 人の 財 務 諸 表等 の作 成 及
び公 開の 推進 に関す る法 律 」 で あ る。 い くつ か の特 殊 法人 の
実 態 に つ い て 明 ら か に し た も の と し て,例 え ば,猪 瀬
[1997][1999]が ある。
(4)公 益 法 人 とは,一 般 に,民 法 第34条 に 基づ い て設 立 され
る社 団法 人 お よ び財団 法 人 を指 してい る。 しか し,公 益 を 目
的 とす る法 人 の一 つの 類型 と して,そ の 他 の特 別法 に基づ い
て設 立 され る法 人 を含 め て公 益法 人 とい うこ とが あ る(便 宜
的 に 「広 義 の公 益 法 人」 とい う)。 公 益 法 人 を 整理 す れ ば,
以下 の ように 図示 で きる。 本 論 文で は,公 益 法 人 は,民 法 第
34条 に基 づ い て 設 立 され る社 団 法 人お よび 財 団 法 人 を指 す
もの と して 用 い る(総 理 府 編[1998]p.3)。1997年 時 点 で
は,約27,000の 公 益 法 人 が あ る(総 理 府 編[1998]資 料
19)0
民法第34条 に基づ く公益法 人 社 団法 人 ・財 団 法 人
広義の 特別 法 に基づ く民 法 第34条 以 学校法人(私 立学校
公益法 外の公益法人 法),社 会 福 祉 法 人
人 (社会 福祉 事 業法),
宗教法人(宗 教法人
法),医 療 法 人(医
療 法),更 生 保 護 法
人(更 生保 護事 業
法),特 定 非 営 利 活
動法人(特 定非営利
活動促進法)な ど
(5)例 え ば,あ る休 眠財 団 法 人 を 悪用 した詐 欺事 件 が1967年
に生 じた。 これ は,次 の ような こ とで あ った。 郵政 省 所管 の
休 眠 財 団 法 人(「 逓 信 運 輸 協 会」)の 理 事 長 に な ったKは,
その 肩 書 を利用 して,政 財 界 の 名士 の 名前 を無 断 で理 事 に掲
げ,自 らが 別 に経営 す る レジ ャー会 社 の会 員 を集 め資 金 集め
を した。 政 財 界 の名 士 の 名 前 が 悪 用 され て い た こ と もあ っ
て,こ の事 件 は 国会 で も取 りあ げ られ,監 督官 庁 の 監督 不行
き届 きが 問題 とな った。 これ を契機 に政府 は,公 益 法 人の実
態 を調 査 し,問 題 が あれ ば,業 務 ・財 産状 況 を立 ち 入 り検査
し,悪 質 の もの は認 可 取 消 にす る よ う指 示 し た。 こ れ に は
「休 眠法 人」 の 整 理 も含 まれ て い た(例 え ば,『 朝 日新 聞』
1967年8月10日(朝 刊 ・夕刊),『 日本 経 済 新 聞』1967年8
月10日 お よび11日(各 夕刊)を 参照)。
(6)1971年 の 「公 益 法 人 の指 導 監 督 に関 す る行 政 監 察結 果 に
基 づ く勧 告」 お よび1985年 の 「公 益 法 人 の指 導 監 督 等 に 関
す る行 政 監 察結 果報 告 書」 の抜 粋 は,番 場 ・新 井[1986]に
掲 載 され て い る。1971年 行 政 監 察勧 告 の 主 要 な 内 容 は 以 下
の よ うであ っ た。① 公 益法 人 の設 立 の認 可 等 に係 る基 準 の作
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成,定 款 等 の変更 の認可 に係 る統 一的 な基準 の作成,② 提 出
を義務 づ ける書類 の範 囲お よび提 出期 限の再検 討,③ 公益 法
人 の会 計 ・経 理 に関す る事 務 処理 の 基 準 の制 定 と適 切 な指
導,④ 公益 法人管 理台帳 の整備,⑤ 公益 法 人に対す る業務 お
よび財産 の状 況の検 査 の強化,⑥ 事業 活動が行 わ れて いない
法人 等の整 理,⑦ 共管法 人の取 り扱 いの明確化 お よび官庁 在
職職 員の役 員兼務 の抑制(総 理 府編[1997コpp.40-41)。
(7)協 議会 で作 成 され た申 し合 わせ には,次 の ような ものがあ
る。① 公益法 人設 立認可 審査基準 に関す る 申 し合 わせ,② 公
益法 人設立認 可 申請書 の添付書類 等 に関す る申 し合 わせ,③
公益 法人管理 台帳 の 申 し合わせ お よび④ 共管法 人 の取扱 の申
し合 わせ(総 理府 編[1997]P・42)。 また,公 益法 人 会計基
準 の沿 革 や作 成 の経 緯 は,新 井([1989]PP.967-1001)が
詳 しい。1979年 の民 法 改 正 で は,主 務 官 庁 の 監 督 命 令 権
(67条 ②)や 設立 許可取消 権(71条)な どが規 定 され た。
(8)1985年 の行政 監 察の勧 告 事 項 は次 の よ うであ った。① 中
間法 人制度 の創設,② 公 益法 人の事業 内容 の是正,③ 公益 法
人の指 導監督 に対す る方針 の明確 化 ・統 一化,④ 休 眠法 人の
整理促 進お よび⑤ 公益法 人の指導 監督行 政 に関す る総合調 整
の促 進(総 理 府 編[1997]p.46)。 中 間 法 人 制 度 につ い て
は,総 務 庁行 政監 察局([1992]pp,110-112)で 触 れ られ て
い る。法務省 の法 人制度研 究会 は中 間法 人 の法 制化 に関す る
報告 書 をま とめ たが,法 制審議 会の民 法部会 の検討 作業 を経
て,2000年 度中の 法案提 出が考 え られ てい る(『 日本経 済新
聞』1999年9月4日)。
(9)そ の ような社 会 的非難 に関す る具体例 は,平 成9年 版公益
法人 白書([1997]pp.57-60)で 例示 されて い る。 また与党
行政改革 プロジ ェク トチ ーム([1996]p.22)も 参照 。90年
代 中 頃の新 聞 をひ もと くと,特 殊 法人 に関連す る もの もある
が,公 益 法 人の行政 ・運営 あ るいは構成 を 問題 に した記事 を
数多 く見 る こ とが で きる。例 え ば,高 級 官 僚OBを 擁 した
「座布 団機 関」 と して の公 益法 人 はマ ス コ ミで 批判 的 に取 り
あ げ られ た(「 朝 日新 聞』1996年12月18日)。 また,例 え
ば シルバー マー クな どの特 定の公 益法 人の基準 ・認 証制度 が
競 争制 限の温 床 に なっ てい る こ とも取 りあげ られ た(『 日本
経 済新 聞』1997年1月17日)。
(io)与 党行 革PTの 経 緯等 につい ては,平 成9年 版公 益法 人 白
書([1997]F・60)参 照。与 党 行革PTの 提 言の 最終 案 は,
与 党行政 改革 プロ ジェ ク トチー ム[1996]を 参照 。政 府 に提
出 され た正式 な提 言 は,最 終 案の 字句等 を修正 した うえで,
よ り要約 した形 で な され てい る。 正式 な提 言の 骨子 は,平 成
9年 版 公 益 法 人 白書([1997]資 料6)を 参 照 。「行 政 監 察
型」 か ら 「政治 主導型」 へ の指導監 督体制 の転換 は,従 来の
「行 政監 察型」 で は扱 え えない 多 くの問 題が 認識 され たか ら
であ り,い わ ば新 規 ま き直 しの意 味 を もって,本 来 の指導監
督体 制 に戻 っ た と考 える こ ともで きる。今 後は,新 指 導監督
基 準 に準拠 した形 での 行政 監 察 が 行 われ る こ とが 予 想 で き
る。そ うなれ ば,再 び 「行政 監察型」 の指 導監督 体制 が とら
れ るこ とになろ う。
(11)与 党行革PTの 提 言 として,ほ か に二つ の中長 期的 な検 討
課題 が掲 げ られ てい る。① 民法 の見直 しを開始 し,準 則主 義
による非営 利法 人の設立 ・廃止 を可能 にす る こと も含 め検 討
す る こと。② 公益 法人 に対す る法人諜 税 ・資産課税 等,税 制
のあ り方 につい て見直 しを開始 す る とともに,特 に法 人税 に
つ いて は原則課税 と し,非 課税優 遇対 象 を列 挙す る制度 にす
るこ とも含め検 討す るこ と。
(12)96年 指 導監 督基 準 の経過 措 置 と して,情 報 公 開 につ い て
「技術 的検 討 を 行 い,具 体 的基 準 を定 め る もの とす る」(8-
(2))と され,ま た96年 運 用指針 で は,「 具体 的 に開示 すべ き
情 報 の範 囲,ま た開示す る方法等 につ いて は,今 後 一層 の検
討 を進 め,具 体的 基準 を定め る こ と とす る」(7-〈2))と され
てい る。96年 指導 監督基準 の この 文言 に み る ように,「 情 報
公開」 と 「情報 開示 」 とい う二 つの語 が使 われ ている が,本
論文 では,こ れ らの語 を特 に使 い分 けない。 つ ま り,そ れ ら
の語 を同義 語 として使 用す る。 な お本 節 に お いて,96年 指
導監督 基準 お よび96年 運 用指 針 にお け る項 数等 を掲 げ る場
合 に は,96年 指 導 監 督 基 準 で あ れ ば,例 え ば 「96年 基 準
7」 の よ うに,ま た96年 運 用 指 針 で あれ ば,例 え ば 「96年
指針7《2)」 の よ うに示 す。 この よ うな表 記 は,97年 指 導 監
督基準 お よび97年 運用指 針の場 合 について も同様 であ る。
⑯96年 運用 指 針 では,次 の よ うに述 べ られ て い る。す な わ
ち,「 公益法 人 は,積 極 的 に不 特 定多 数 の者 の利益 の 実現 を
目的 とす る,非 営利 の法 人で あ り,日 本の社 会経済 にお いて
重要 な役 割 を担 う と ともに,相 応 の 社 会的 責 任 を有 して い
る。 この ような公益 法人 につい ては,自 らの 業務及 び財務 等
に関す る情報 を 自主 的 に開示す る必要 があ る。」(7-(1))1998
年3月 に制 定 さ れ た 「特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 」(い わ ゆ る
NPO法)で は,情 報公 開 の規 定が盛 り込 まれ た。96年 指 導
監督基 準の情 報公 開は考 え方 につ いて それ と軌 を一 にす る も
ので あろ う。
(14)97年 指 導監 督 基 準 で は,「 情 報 公 開」の ほ か に,「 内部 留
保」 お よび 「株式 の保有」 につ いて改 正 されて いる。
(15)特 殊 法 人の デ ィス ク ロー ジ ャー の実 態 に つ い て は,例 え
ば,総 務 庁行 政監察 局編[1997]を 参照 。
⑯ 公 益法 人の エ ー ジ ェ ン シー 問題 に つ いて は,例 え ばMil・
gromandRoberts[1992](訳PA・586～589),藤 井[1998],
薄井[1998コ な どを参照。
α7>所 管 公益法 人一覧 表 と同様の もの は,市 販 され てい る 『全
国公益 法人名 鑑』 で もわかる。
(is)平 成10年 版 白書 は,公 益 法人 の 「制度 の概要 」(第1章)
と 「現 況」(第2章)の2章 構 成 にな っ たが,ア プ ロー チ の
仕 方 は平 成9年 版の それ と基 本的 に同 じであ る。
(19)公 益法 人が保 有す る株式 等 につ いて,処 分 が困難 な株式 等
を保有 してい る場 合,所 管官 庁部 局名等 を 白書 に記載 し,そ
の実態 を明 らか にさせ るこ とは,そ の具体 例 とい えよ う(97
年 運用 指 針8-(4>一く3))。公益 法 人の 営 利法 人 等へ の転 換 に つ
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い て,そ の ような転 換状 況 等 の調 査結 果 を白書 にお い て公 表
させ る こ とに した こ と も,他 の 具体 例 とい え よ う(「 公 益 法
人 の 営 利 法 人 等 へ の 転 換 に 関 す る 指 針 」(1998年12
月),4)。
【引 用 ・参 照文 献 】
新 井清 光編[1989]『 日本 会 計 ・監査 規範 形 成 史料 』 中央経 済社
猪 瀬 直樹[1997〕 『日本 国 の研 究』 文藝 春 秋
[1999]『 続 ・日本 国 の研 究』 文 藝春 秋
公 益 法 人研 究学 会 編[1999]『 実 務 必携 公益 法 人』働 運 輸 政 策
研 究 機構
総 務 庁 行 政 監察 局[1992]『 公益 法 人 の 現状 と課 題一 総 務 庁 の
行政 監 察結 果か らみて一 』 大 蔵省 印刷 局
総 務 庁 行 政 監察 局 編[1997]『 特 殊 法 人 の デ ィス ク ロー ジャ ー
(IXn>』 大蔵 省 印刷 局
総 理 府 編[1997]『 平 成9年 版 公 益 法 人 白書一 公益 法 人 に 関す
る年次 報告一 』大 蔵 省印 刷 局
[1998]『 平成10年 版公 益法 人 白書一 公益 法 人 に関す
る年次 報告一 』大 蔵 省印 刷 局
番場 嘉 一郎 ・新 井清 光 編[1986]『 公益 法 人 会計 』 中央 経済 社
堀 田 力 ・雨宮 孝 子編[1998]『NPO法 コ ンメ ン ター ル」 日本
評 論社
Milgrom,PaulandRoberts,John[1992]Economics,4rganiza-
tion&Manag・ement,PrenticeHall,Inc.奥 野 正 寛他訳
『組 織 の経 済 学』(NTT出 版1997年)
明 渡 将[1998]「r監 督 基 準 』改 正 の 経 緯 とポ イ ン ト」 『月刊
公 益法 人 』 第29巻 第4号,4-12頁
薄 井 彰[1998]「 公 益 法 人 の エ ー ジ ェ ンシ ー 問 題 と情 報 公
開」 『非営 利 法 人』 第643号,13-19頁 。
岡村 勝 義[1997a)「 公益法 人 の デ ィス ク ロー ジ ャーの 役割 」 『月
刊 公益 法 人 』 第28巻 第1号,4-12頁 。
[1997b】 「公 益 法 人 の 監 督 と改 革 」 『月 刊 公 益 法 人』
第28巻 第6号,2-3頁 。
[1998]「 公 益 法 人 白 書 の 視 点」 『月 刊 公 益 法 人』 第
29巻 第4号,2-3頁 。
藤 井 秀樹[1998]「 公 益 法 人 にお け る公 開書 類 の 真 正 担保 シ ス
テ ム」 『月刊 公 益法 人』 第29巻 第6号,4-12頁 。
吉 田 光[1997]「 特殊 法 人の 新 た な デ ィス ク ロー ジ ャ ー につ
い て」 『ジュ リス ト』 第1119号,36-37頁 。
与 党 行 政 改 革 プ ロ ジ ェ ク トチ ー ム[1996]「 公 益 法 人 の 運営 等
に 関 す る 提 言」 『月 刊 公 益 法 人』 第27巻 第6号,22-24
頁。
